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News 

～米国でついに成立～ 

営業秘密の連邦民事保護法 

浅井敏雄 

 

営業秘密をめぐり、日本では、2012 年に旧新日本製鉄が韓国ポスコを提訴した

事件、今年もエディオンが上新電機を提訴した事件等大型の事件があり、また、

EU でも、本年 5 月、営業秘密の統一的な民事保護法の制定を EU 加盟国に義

務付ける指令が出されました。こうした状況下で、EU と時を同じくして、米国でも、

長らく待たれていた連邦レベルの民事保護法が成立しました。このニュースで

は、浅井敏雄氏（元外資系企業・日本企業法務部長／1998 年弁理士試験合格）

に、この米国の新法制について解説していただきます。 

 

1. はじめに 

 

 従来、米国では、営業秘密（trade secret)を保護する主な法律としては、刑事

については連邦経済スパイ法、民事については統一トレードシークレット法

（Uniform Trade Secrets Act)（「UTSA」）をベースとした各州の Trade Secrets 

Act（「州 TSA」）があった。しかし、連邦レベルの民事保護法はなく、また、各州

TSA 間および各州判例間で不統一があったため、長らく連邦の民事保護法制

定が待たれていた。 

このような状況の中、本年 5 月ついに、連邦の民事保護法（Defend Trade 

Secrets Act of 2016）（「DTSA」）が成立し施行され、連邦法に基づく民事上の保

護を求めて連邦裁判所に提訴できることとなった。この点、米国では、「近年に

おける知的財産権に関する最も重要な進展である」（フォーブスWeb版)等と、非

常に重要なこととして受け止められている。DTSA には、日本企業の米国子会

社はもちろん日本企業自体も直ちに対応を要する事項も規定されている。ここ

では、その規定と、その他のDTSAの概要を、UTSAとの比較にも触れながら解

説する。 

 

2. 日本企業を含め直ちに対応を要する事項ー公益通報の免責告知 

 

 DTSA は、違法行為の通報（「公益通報」）に際しての政府や裁判所に対する

http://www.asahi.com/topics/word/%E3%82%A8%E3%83%87%E3%82%A3%E3%82%AA%E3%83%B3.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E4%B8%8A%E6%96%B0%E9%9B%BB%E6%A9%9F.html
https://www.congress.gov/114/bills/s1890/BILLS-114s1890enr.pdf
https://www.congress.gov/114/bills/s1890/BILLS-114s1890enr.pdf
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営業秘密の開示ついては、営業秘密に関する連邦・州法上の刑事・民事責任

から免責されると規定する（UTSA にはこのような規定はない）。 

 そして、企業は、この免責を、従業員または個人のコンサルタント・外注業者

（「従業員等」）との間の、秘密情報に関する定めを含む全ての合意（雇用契約、

入社時・退職時誓約書、コンサルタント契約、取引契約、秘密保持契約等）であ

って、今後締結または改定するもの全てに記載し告知しなければならない。 

 従って、日本企業の米国子会社はもちろん、日本企業自体も米国の個人のコ

ンサルタントまたは個人の外注業者との契約において、上記免責の告知（「免

責告知」）をしけなければならない。もし、免責告知をしなかった場合、企業は、

従業員等が営業秘密を不正に取得・開示または使用（以下総称して「不正使

用」）しても、懲罰的損害賠償や弁護士費用の賠償を請求できない。 

 企業として、DTSAのこの要求に対する最も確実な対応は、従業員等との契約

を全てリストアップし、その全部に、DTSA の免責条項全文を引用するか添付す

ることである。 

 

3. その他の DTSA の概要 

 

(1) DTSA の適用範囲 

 

  DTSA は、各州間または外国企業との間の取引の対象となる（または取引の

対象とする予定の）製品・サービス（「製品等」）に関する営業秘密に適用される。

従って、日本企業と米国企業間の取引対象の製品等に関する営業秘密につい

て不正使用があった場合は、連邦法であるＤＴＳＡに基づき連邦裁判所に訴え

を提起することができる。ここで、営業秘密は取引の対象とする「予定の」製品

等に関するものであってもよいから、社内でのみ使用されている営業秘密でも、

開発途中の製品等に関する営業秘密でも対象となり得る。 

 重要な営業秘密のほとんどは、上記の適用要件を満たすであろうから、今後

は、従来のＵＴＳＡに代わり、ＤＴＳＡとそれに基づく連邦裁判所の判例が営業秘

密保護の第一義的法源となると予想される。 

 

(2)  DTSA と各州 TSA との関係ー今後の訴訟戦略 

   

DTSA は、既存の営業秘密保護法に取って代わるものでも、これらを修正す

るものでもない。従って、ある事件が DTSA、各州 TSA 両方の適用要件を満た

す場合、営業秘密の所有者は、訴えの根拠法（DTSA、各州 TSA の両方または

一方）と提訴先裁判所（連邦裁判所または州裁判所）の選択肢を有する。 
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 これは、同時に、営業秘密の所有者が、それら選択肢のメリットとデメリットの

分析・検討に弁護士費用等、追加の経済的負担を負うことも意味する。実際、

アメリカ知的財産法協会の 2015 年の報告によれば、営業秘密に関する訴訟費

用は、既に百万ドルから 1 千万ドルの請求額に対し百万ドル近くのコストを要し

ているところ、DTSA の制定により更にコストが増加する可能性がある。 

DTSA の内容は UTSA と共通する部分が多いが、それでもなお両者間および

各州 TSA 間では相違もあるから、原告または被告にとり、ある法律にも基づい

た場合には勝訴し、他の法律に基づいた場合には敗訴するという状況が生じ得

る。従って、原告は、DTSA と州 TSA 両方、または、その訴訟戦略によってはあ

えて DTSA または州 TSA いずれかのみに基づく訴えを選択することになる。こ

れに加え、原告は、連邦裁判所と州裁判所のいずれが自己にとり有利かを判

断し選択しなければならない。 

 

(3)  DTSA の適用要件 

 

① 営業秘密(trade secret)の定義 

  秘密性保持のための合理的措置、秘密性、経済的価値という三要件を満た

す情報である。UTSA と文言上若干の差異はあるが、実質的な違いはほぼない

と思われる。 

② 権利・訴えの主体 

 

 営業秘密の所有者(owner)であり、営業秘密を所有するか、または、それを使

用する正当権限もしくはライセンスを有する者を意味する。カリフォルニアの州

TSA のように、営業秘密の旧所有者も含まれるかについては、DTSA 成立後間

もないので判例はまだない。 

 

③ 不正使用（misappropriation）の定義 

 

 ＤＴＳＡ上の定義は複雑であるが、詳細を省きその大要を言えば、次のとおり

である。 

(a) 不正手段(improper means)による取得 

(b) 不正手段介在を知りまたは知り得た状況下での取得 

(c) 不正取得者による開示・使用 

(d) 不正手段介在を知りまたは知り得た者による無断開示・使用。 

ここで「不正手段」には、リバースエンジニアリングは含まれない。 
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この定義は UTSA と実質的に同じである。 

  

(4)  保護の内容ー事前通告なしの差押（Ex parte Seizure) 

 

営業秘密が不正使用された場合またはそのおそれがある場合、一定要件下

で、申立人（原告）は被申立人（被告）に対する事前通告・審問を経ることなく、

営業秘密を含む資料その他営業秘密の拡散防止に必要な財産の差押を求め

ることができる。DTSA 立法過程で最も議論を呼んだもので、UTSA には同様の

制度はない。差押の要件は以下のとおりである。 

 

① 差押命令を下すための主な要件 

(a)申立人が不正使用を証明できる見込みがあること 

(b)差押対象財産とその所在場所が特定されていること 

(c)差止等では不十分なこと  

(d)急迫かつ回復不能の損害が予想されること 

(e)申立却下による申立人の損害が被申立人の損害を上回ること 

(f)事前告知した場合差押対象財産が隠匿されるおそれがあること 

 

② 差押命令の主な要件 

(a) 必要最小限の差押とすること 

(b) 申立人に適切な担保を提出させること 

(c) 執行管の権限の範囲を明示すること 

(d) 差押命令後 7 日以内に審問(hearing)を行うこと 

 

(5) 保護の内容ー不正使用の差止（Injunction) 

 

 営業秘密の不正使用またはそのおそれに対し、営業秘密の使用禁止その他

営業秘密の不正使用を防止するために必要な差止を求めることができる。

UTSA と同様の規定である。 

但し、被申立人（元従業員等）が申立人（旧雇用主等）の競争相手に転職す

ること自体を禁止することはできない。また、転職先で申立人の営業秘密を使

用することを禁止するためには、あくまでその不正使用のおそれが立証されな

ければならず、単に被申立人が申立人の営業秘密を知っているというだけでは

足りない。更に、カリフォルニア州のように、州法が、転職や適法な職務遂行へ

の制限を禁止している場合、これに反してはならない。例えば、申立人の営業

秘密の使用、開示等の禁止の他に、申立人の顧客に対する営業行為自体を禁
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止することはできない。UTSA にはこのような規定はない。 

 

(6) 保護の内容ー損害賠償の請求 

 

 営業秘密の不正使用に起因する現実の損失と不当利得を請求できる。また

は、これらを客観的に計算することが困難な場合等は、これらに代えて、不正使

用に対し合理的に想定される使用料を請求できる。UTSA と実質的に同じであ

る。 

 

(7) 保護の内容ー懲罰的損害賠償(Exemplary Damage)の請求 

 

 故意および悪意による不正使用の場合、上記(6)の損害賠償額の 2 倍以内の

懲罰罰的損害賠償を求めることができる。UTSA と実質的に同じである。 

 

(8) 保護の内容ー弁護士費用の請求 

 

 故意および悪意による不正使用の場合、合理的範囲内の弁護士費用を請求

できる。UTSA と実質的に同じである。米国では弁護士費用が多額になることが

多いから原告にとり意味のある規定である。 

 

(9)  出訴期限 

 

 営業秘密の不正使用を発見しまたは合理的注意により発見し得た日後３年以

内である。UTSA と実質的に同じである。 

 

（以 上） 


